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図 1 は、韓国の総人口データでみた年代別の人口構成比率の推移を示している。10 代
以下の人口比率の減少が著しく、少子化の進行は 1970 年代から始まっていたことがわ
かる。また、20 代と 30 代の人口比率も 1990 年代から減少傾向に転じたことがうかが









 図 2 は、経済活動人口データでみた年代別の人口構成比率の推移を示している。ここ





















ると考えられる。また、20 代と 30 代の労働力人口比率も 1990 年代から減少傾向に転
じており、休学・留学や高学歴化による学生時代の長期化や近年の青年失業問題などが
背景に存在していると考えられる。一方、40 代と 50 代の労働力人口シェアは着実に増




図 2 年代別人口構成比率の推移（経済活動人口） 
 

































GDP = CP + CG + CF + J + (X – M) + DIS 
 
2. 需要圧力 




log(CP/POP) = F[log(GDP/POP), log(CP/POP)(-1), log(CPI/PGDP), Z1, Z2] 
 
4. 総投資 
log(CF) = F[log(GDP), log(CF(-1)), log(PCF/PGDP)] 
 
5. 総輸入 
log(M) = F[log(GDP), log(M(-1)), log(PM/PGDP)] 
 
6. GDP デフレーター 
log(PGDP) = F[log(PGDP(-1)), log(DMP), log(PM)] 
 
7. 消費者物価 
log(CPI) = F[log(CPI(-1)), log(PGDP)] 
 
表 1 プロトタイプモデルの変数名一覧 
 
（注）Z1 および Z2 は 5 歳単位の 14 階層で算出した。 
 
 まず、定義式については、GDP は需要項目の積み上げで決定される。また、需要圧
力はその実質 GDP と潜在 GDP との比で定義される。ここで潜在 GDP は、実質 GDP
をトレンド変数で回帰し、その理論値を指数変換した値として表され、モデルでは外生
的に与えられている。しかし、潜在 GDP は本来資本ストックや労働力などにより、モ
GDP 国内総生産（実質） CG 政府消費（実質）
CP 民間消費（実質） J 在庫増減（実質）
CF 総投資（実質） X 総輸出（実質）














民間消費の 1 期ラグ、消費者物価と GDP デフレーターの比、および 2 つの人口変数に




（݆ = 1, 2, ⋯ , ݊）。 
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唆されるように、Z1 と Z2 は年齢階層݆と人口構成比率݌௝の関数である。若年者層（小
さい݆に対応）の人口シェアが大きい社会では、 Z1 と Z2 は負の値をとりやすく、また
その絶対値も大きくなる傾向がある。逆に少子高齢化が進展して、高齢者層（大きい݆に











 輸入関数は、実質 GDP と総輸入の 1 期ラグ、輸入デフレーターと GDP デフレータ
ーの比によって説明する定式化を行った。ここでも外生的に与えられる輸入デフレータ
ーを、今後は為替レートや国際原油価格などで説明する内生化が必要であろう。 
 価格ブロックを構成する GDP デフレーターについては、1 期ラグと需要圧力、およ




 プロトタイプモデルの推定および解法には EViews を使用した。Model Solution に
おいて、Basic Options で Simulation type: Deterministic、Dynamics: Dynamic 
solution を選択し、Solver 機能で Solution algorithm: Broyden としてモデルを解いた。
各方程式の最小二乗法（OLS）推定の結果は以下のとおりである。なお、( )内の数値
は標準誤差を示し、***, **, *はそれぞれ 1%, 5%, 10%の有意水準を表している。 
 
  




る。ܥ = ߚ଴ × ܻఉభ × expሺܽଵܼଵ + ܽଶܼଶሻ 
しかし、この解釈は困難なものであるので、ここでは深くは立ち入らない。本章では対





log(CP/POP) = 1.5273 +0.7875*log(GDP/POP) +0.0619*log(CP/POP)(-1) 
       (0.773**) (0.069***)       (0.081) 
       +0.0258*log(CPI/PGDP) +0.8981*Z1 -0.0698*Z2 
        (0.079)         (0.221***) (0.016***) 
  D.W. = 1.3338   ADJ. R-SQ = 0.9991   F-STAT = 8719.44 
 
2. 総投資（1971-2010） 
log(CF) = 2.0489 +0.3266*log(GDP) +0.6007*log(CF(-1)) 
     (1.177*) (0.109***)     (0.099***) 
     -0.8640*log(PCF/PGDP) 
     (0.229***) 
  D.W. = 0.9945   ADJ. R-SQ = 0.9939   F-STAT = 2116.19 
 
3. 総輸入（1971-2010） 
log(M) = -4.7783 +0.5325*log(GDP) +0.5952*log(M(-1)) -0.1674*log(PM/PGDP) 
     (3.823) (0.206***)     (0.107***)     (0.138) 
  D.W. = 1.7579   ADJ. R-SQ = 0.9956   F-STAT = 2919.80 
 
4. GDP デフレーター（1971-2010） 
log(PGDP) = -0.1948 +0.8778*log(PGDP(-1)) +0.0619*log(DMP) 
       (0.277) (0.024***)       (0.055) 
      +0.1054*log(PM) 
       (0.039***) 
  D.W. = 0.7364   ADJ. R-SQ = 0.9986   F-STAT = 9452.11 
 
5. 消費者物価（1971-2010） 
log(CPI) = 0.4550 +0.5037*log(CPI(-1)) +0.3982*log(PGDP) 
     (0.041***) (0.075***)      (0.067***) 
  D.W. = 0.9875   ADJ. R-SQ = 0.9983   F-STAT = 11429.03 
 
 次に、プロトタイプモデルのパフォーマンスを確認するため、得られた内生変数の基








図 3 実績値と基本解の推移（国内総生産）  （単位：兆ウォン） 
 
 
























図 5 実績値と基本解の推移（総投資）  （単位：兆ウォン） 
 
 





























図 7 実績値と基本解の推移（GDP デフレーター） 
 
 









































                                                  
(2) 平均平方誤差率（RMSE ratio）は以下の式で計算される。ただし、ܺ௧は実績値、 ௧ܻは基
本解（予測値）を示す。 














1971 1973 1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009
実績値
基本解
GDP CP CF M PGDP CPI DMP
0.0688 0.0651 0.2032 0.1533 0.1206 0.0928 0.0688
76 
 韓国では、2000 年に高齢化率（65 歳以上人口の割合）が 7.2%に到達し、高齢化社
会に突入した。また、韓国は台湾と並んで、人口高齢化が世界最速レベルのスピードで
進展することが予期されており、本格的な高齢社会に突入するまでの準備期間の縮減か
ら、その対策が喫緊の課題となっている。日本では 1970 年に高齢化社会（高齢化率 7%
以上）に入って以降、1994 年に高齢社会（同 14%以上）、2006 年に超高齢社会（同 20%
以上）を迎えた。それに対して、韓国では 2018 年に高齢社会、2026 年に早くも超高
齢社会に転じると試算されている。つまり、日本が 24 年かかった高齢社会までに韓国
は 18 年、さらに日本が 12 年かかった超高齢社会までに韓国は 8 年で到達してしまう
計算になる。 
 ここでは、現在高齢化社会にある韓国が、2010 年にすでに高齢社会に突入したと仮
定して（高齢社会到達までの年数が 10 年で、8 年前倒しを仮定）、その年数の圧縮によ
る内需へのインパクトを計測してみたい。具体的には、2010 年の時点で韓国が 1994
年の日本の人口構造になることを仮定して、1994 年の日本の年齢階層別人口統計から
算出した Z1 および Z2 の値（韓国の場合と同様、14 階層で計算）を、2010 年の人口
変数 Z1 と Z2 に置き換える。また、2000 年から 2010 年に至るまでの期間の Z1 と Z2
は、一定の増加率(3)で 2010 年の値（つまり、1994 年の日本の Z1 および Z2）まで増大
していくと仮定する。 
 つまり、このシミュレーションでは、プロトタイプモデルにおける 2001～2010 年の
10 年間について、日本の高齢社会突入時の人口構造を参考にして、圧縮された高齢化
ショックを外生的に与えている。なお、シミュレーションにおける Z1 および Z2 の値
と、プロトタイプモデルにおけるそれらの値との比較は、以下の表 3 を参照されたい。 
 




れの内生変数について示したものが、以下の図 10～図 12 である。 
                                                  
(3) ܼଶ଴ଵ଴ = ܼଶ଴଴଴ × ܺሺଶ଴ଵ଴ିଶ଴଴଴ሻの方程式において、ܺの値が増加率を示す。このシミュレー
ションではܺの値は、Z1 で 0.9284、Z2 で 0.9351 となった。 
YEAR Z1 Z2 Z1_1 Z2_1
2000 -2.0109 -31.6828 -2.0109 -31.6828
2001 -1.9318 -30.7839 -1.8670 -29.6262
2002 -1.8477 -29.7855 -1.7334 -27.7031
2003 -1.7676 -28.8094 -1.6093 -25.9048
2004 -1.6868 -27.7982 -1.4941 -24.2233
2005 -1.6074 -26.7717 -1.3872 -22.6509
2006 -1.5318 -25.7666 -1.2879 -21.1806
2007 -1.4600 -24.7693 -1.1957 -19.8057
2008 -1.3914 -23.7868 -1.1102 -18.5201
2009 -1.3246 -22.8163 -1.0307 -17.3179




図 10 シミュレーション解と基本解との乖離（国内総生産および民間消費） 
 
 


































































 さらに、人口変数としてはこれまで 15 歳以上総人口の指標を用いてきたが、これに
代わって同じく 15 歳以上人口ではあるが、経済活動人口の指標を代用してみる（5 歳
単位の 10 階層）。これは、老齢年金の満額支給が開始されて間もない韓国では、労働所
得の稼得能力のある人口が消費の中心層になっていることを想定したためである。以下
の図 13 は、2 種類の人口指標を用いて算出した人口変数、それぞれの時系列推移を比
較してみたものである。 
 
図 13 人口変数の時系列推移の比較 
 
 
 この図からわかる特徴は、両者の曲線の傾きはほぼ同一であるが、Z1 と Z2 は全期間



















log(CP/POP) = F[log(GDP/POP), UNEMP, log(CPI/PGDP), Z1, Z2] 
 
Model 2: 
log(CP/POP) = F[log(INC/POP), UNEMP, log(CPI/PGDP), Z1, Z2] 
 
Model 3: 
log(CP/POP) = F[log(GDP/POP), Z1_econ, Z2_econ] 
 
Model 4: 
log(CP/POP) = F[log(INC/POP), Z1_econ, Z2_econ] 
 









log(CP/POP) = 1.5163 +0.8568*log(GDP/POP) -1.0519*UNEMP 
       (0.952) (0.056***)        (0.336***) 
       +0.0339*log(CPI/PGDP) +0.7017*Z1 -0.0536*Z2 
        (0.096)         (0.261***) (0.020***) 
  D.W. = 1.7871   ADJ. R-SQ = 0.9997   F-STAT = 28164.05 
 
Model 2.（1970-2010） 
log(CP/POP) = 1.5491 +0.8578*log(INC/POP) -0.4411*UNEMP 
       (1.175) (0.070***)        (0.433) 
       -0.0413*log(CPI/PGDP) +0.8476*Z1 -0.0644*Z2 
       (0.113)         (0.305***)  (0.023***) 
  D.W. = 1.6918   ADJ. R-SQ = 0.9996   F-STAT = 19007.78 
 
Model 3.（1970-2010） 
log(CP/POP) = 0.1061 +0.9645*log(GDP/POP) -0.6591*Z1_econ 
       (0.605) (0.039***)        (0.338**) 
       +0.0584*Z2_econ 
        (0.030**) 




log(CP/POP) = 0.5017 +0.9431*log(INC/POP) -0.2318*Z1_econ 
       (0.670) (0.044***)        (0.367) 
       +0.0237*Z2_econ 
        (0.033) 
  D.W. = 1.6673   ADJ. R-SQ = 0.9995   F-STAT = 26730.57 
 
 どのモデルでも D.W.統計量に改善がみられたほか、15 歳以上人口の指標を用いた
Model 1 および Model 2 では Z1 の係数が正の値、Z2 の係数が負の値をとり、ともに
高い有意性を確保している。係数の値も、第 2 節の消費関数で推定されたパラメータと
近い値になっている。それに対して、経済活動人口の指標を用いた Model 3 および
Model 4 では、Z1_econ と Z2_econ のパラメータの有意度こそ損なわれたものの、前者
の係数が負の値、後者の係数が正の値をとっており、Model 1 と Model 2 とは逆の結果
が得られた。 
 次に、上で推定された各モデルのパラメータを利用して、消費の年齢階層別インパク
トについて分析してみたい。具体的には、第 2 節で展開した Fair and Dominguez[1991]
の係数制約式であるሺ2ሻ式およびሺ3ሻ式に、ここで得られた人口変数のパラメータܽଵおよ
びܽଶを代入して、各年齢階層別の係数ߙ௝を算出する。それらの値をモデル別にプロット
したものが、図 14 および図 15 である。 
 

















図 15 年齢階層係数の推移（Model 3 および Model 4） 
 
 
 Model 1 と Model 2 の年齢階層係数の推移は山なりの逆 U 字型を示している。これ
は前述したとおり、2 次項の係数であるܽଶの符号が負であるため、壮年層の消費性向が
相対的に高いことを意味している(4)。それに対して、Model 3 と Model 4 の年齢階層係










                                                  
(4) 第 2 節で推定した消費関数でも、Z1 の係数が正の値を、Z2 の係数が負の値をとってい
たため、年齢階層係数の推移は逆 U 字型を示す。 
(5) 15 歳以上総人口を用いて算出した Z1 と Z2 は、経済活動人口と非経済活動人口それぞれ
の人口指標を用いて算出した 2 種類の人口変数に分解できるので、年齢階層係数の形状の
違い（逆 U 字型か U 字型か）は年齢階層別の非経済活動人口の消費行動や、15 歳以上総人
口に占める経済活動人口の年齢階層別シェア、つまり年齢階層別の労働参加率などで説明
できると考えられる。それらの要因の効果は、Model 3 や Model 4 では定数項および一人















 ところで、図 13 で示した Z1_econ と Z2_econ の推移が含意するものは、前で指摘
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